別紙１
事　業　計　画　書
（１）申請者及び事業内容
	申請事業者
※企業グループ又は任意団体の場合、代表者を記入
	名　称
代表者
住　所
電　話
資本金額　　　　　　　　　　　円　　
従業員数　　　　　　　　　　　人

	国税及び熊本県税の納付状況
	· 滞納無　　  　　□ 滞納有

	過去３年以内の
国税及び熊本県税の
滞納処分状況
	· 滞納処分を受けたことがない
· 滞納処分を受けたことがある

	地域経済牽引事業の
認定状況
	· 認定済　　　　　□ 認定申請書提出済

	補助事業名
	

	関連する業種
	

	事業の実施背景
（これまでの経緯）
	

	補助事業の具体的な内容
	

	補助事業の目標
	

	補助事業の先進性
	

	補助事業による
付加価値創出額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｒ　　年－Ｒ　　年）
　※算定根拠は、「付加価値創出額算出表」を参照

	補助事業による
経済波及効果
	　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｒ　　年～Ｒ　　年）
　※算定根拠は、「波及効果算出表」を参照

	工事等日程
	（開始予定）　交付決定日以降
（完了予定）　令和　　年　　月　　日　

	補助事業の実施日程
	(開始予定)  交付決定日 
(完了予定)  令和    年    月    日 
※補助事業の完了予定日は工事等完了後、業者への支払いを行い、関係書類を添えて実績報告書を提出する日を指します。

	補助事業の実施場所
	

	補助事業の
経理担当者
	


(注)「国税及び熊本県税の納付状況」及び「過去３年以内の国税及び熊本県税の滞納処分状況」は、国税に関し「納税証明書（その３及びその４）」を、熊本県税に関し「未納の税額がないこと・滞納処分を受けたことがないことの証明書 （２８号様式）」を添付すること。
(２) 補助事業の資金計画                                                         
	     区　　分
	       金　　額（円）
	        資金の調達先
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	補助事業費の総額
	
	


（注）借入金がある場合は、内容が分かるものを添付すること。
